
令和3年度　特別会計当初予算

歳入 20億2,845万2千円 歳出 20億2,845万2千円

歳入 14億3,914万3千円 歳出 15億138万1千円

歳入 2億5,250万7千円 歳出 2億5,250万7千円

歳入 3億1,016万4千円 歳出 2億4,868万9千円

歳入 7,010万7千円 歳出 2億2,428万円

歳入 2,350万円 歳出 2,350万円

歳入 1億5,517万円 歳出 1億5,517万円

歳入 1億1,976万5千円 歳出 1億1,976万5千円

歳入 4億3,345万4千円 歳出 4億3,345万4千円

歳入 13億8,603万円 歳出 13億8,603万円

歳入 3億914万8千円 歳出 3億914万8千円

1億1,910万円 
2,803万円 

320万円 
2,042万円 

2億5,205万円 
2,052万円 

4億6,949万円 
1億2,630万円 

5,740万円 
3,590万円 

2億1,956万円 
4,000万円 

560万円 
1億4,118万円 

621万円 
7,000万円 

2億8,306万円 
4億1,264万円 

1,196万円 
940万円 

5億6,251万円 
14億2,231万円 特別会計繰出金

道路新設改良・橋梁維持事業（融雪溝設置を含む）

介護・訓練等給付費
重度心身障害者医療費
保育所等施設型給付費（保育料完全無償化）

各種予防接種、検診及び健康診査等委託料

乳幼児・子ども医療給付費

児童手当

最終処分場建設事業

公民館事業（トイレ改修）

令和3年度　当初予算編成について

後期高齢者医療特別会計

国民健康保険特別会計

国民健康保険平内中央病院事業会計収益的収支

国民健康保険平内中央病院事業会計資本的収支

水道事業会計収益的収支

水道事業会計資本的収支

特殊索道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

漁業集落環境整備事業特別会計

公共下水道事業特別会計

介護保険特別会計

　令和3年度一般会計の当初予算総額は、歳入・歳出ともに66億5,000万円となり、令和2年度の当初予算に対し、8億4,000万円（対令和2
年度比約△11.2％）の減額となりました。

　歳入においては、町が自主的に収納又は徴収できる「自主財源」が11億8,929万8千円（歳入の約18.0％）、国や県の意思・同意によっ
て定められた額が交付される「依存財源」は54億6,070万2千円（歳入の約82.0％）となっています。自主財源の約6割を占める町税につい
ては、30年度まで好調であったホタテ養殖業が徐々に平年並と戻りつつあるため、個人町民税を中心に今年も更に減となっています。人
口減少が進む中、当町の主産業である1次産業は気候条件等に影響されやすく好不調があるため、自主財源については中長期的な視点で慎
重に財源を見通していく必要があります。自主財源の確保は各自治体の行政活動の自主性や安定性に大きく関わってくるため、今後もよ
り一層その確保に努めることが重要です。依存財源については、今年度は法人事業税交付金や地方特例交付金が増収入となる予定である
ものの、他は軒並み減となっており、引き続き厳しい状況にあるといえます。
　今後の社会情勢や国・県の動向を注視しつつ、「ふるさと納税の活用」といった積極的な財源の獲得にも努めていきます。

　歳出においては、老朽化問題に対応するため公共施設等総合管理計画を基に、道路橋梁の維持補修、漁港・港湾の改良など、各種イン
フラ整備に係る事業に対して予算を重点配分しています。また、既存の施設についても、青少年ホームや公民館などの設備改修を予定し
ております。
　ソフト事業では、今年度も保育料完全無償化、乳幼児・子ども医療費無償化、新築住宅建設補助、管内賃貸物件家賃補助、学校教育充
実事業、地域おこし協力隊及び空き家バンク関連事業など包括的な取組、各種検診の無料化や健康づくり活動、禁煙外来受診費用助成な
ど人口減少・定住促進対策と健康増進対策を重点施策と位置づけ事業を行うこととしているほか、地方公務員法及び地方自治法の改正に
伴い会計年度任用職員制度に対応した予算となっております。
　通常経費については行財政改革による事務・事業の見直しを行いながら、除排雪経費やゴミ処理経費など、生活基盤に係る予算を優先
的に確保し、より住みよいまちづくりに努めたところです。
　歳出については、今後も緊急性・重要性の高い施策の重点化、優先化を図りつつ、経常的な経費についても創意工夫によるコスト削減
に努めていきます。

各種選挙費

学校教育充実事業

長期債元利償還

～ 令和3年度の主な事業内容 ～

生活路線バス及びスクールバス運行委託料

移住・定住促進事業費
地方創生推進事業費

青森地域広域事務組合負担金（消防）

ゴミ処理関連業務委託料
し尿処理施設管理運営費負担金

漁港建設・港湾整備事業費
水害地帯環境整備事業
除排雪委託料

議会費

7,999万7千円
1.2%

総務費

8億2,170万

7千円
12.3%

民生費

10億

9,201万3千円
16.4%

衛生費

5億4,540万4千円
8.2%

労働費

1,519万3千円
0.2%

農林水産業費

3億8,821万

1千円
5.8%

商工費

2億581万

4千円
3.1%

土木費

5億3,761万円
8.1%

消防費

4億5,712万

1千円
6.9%

教育費

5億1,728万

3千円
7.8%

公債費

5億6,251万

1千円
8.5%

その他※3

14億2,713万

6千円
21.5%

令和3年度一般会計当初予算 歳出目的別内訳

歳出合計

66億5,000万円

自主財源

11億8,929万

8千円
18.0%

依存財源

54億6,070万

2千円
82.0%

地方税

7億8,150万

8千円
11.8%

その他※1

4億779万円
6.2%

地方交付税

31億4,528万円
47.2%

地方譲与税

6,389万7千円
1.0%

交付金※2

2億1,783万

6千円
3.2%

国庫支出金

6億7,603万

3千円
10.2%

県支出金

6億6,415万

6千円
10.0%

地方債

6億9,350万円
10.4%

令和3年度一般会計当初予算 歳入構成状況

（※1 その他の内訳）

分担金及び負担金 …

3,972万円

使用料及び手数料 …

5,919万円

財産収入…  1,255万8千円

寄附金 … 1,092万円

繰入金 … 1億363万2千円

繰越金 …  2,000万円

諸収入 … 1億6,177万円

（※3 その他の内訳）

特別会計繰出金 …

14億2,231万円

基金費 …   368万1千円

予備費ほか…114万5千円

歳入合計

66億5,000万円

（※2 交付金の内訳）

利子割交付金 … 119万5千円

配当割交付金 … 75万4千円

株式等譲渡所得割交付金 …  21万8千円

法人事業税交付金 … 239万8千円

地方消費税交付金 … 1億8,999万9千円

ゴルフ場利用税交付金 … 878万4千円

環境性能割交付金 …  655万4千円

地方特例交付金 …  690万2千円

交通安全対策特別交付金 … 103万2千円



←グラフは毎年度データ範囲を変える（棒グラフ２つ）
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一般会計当初予算 歳入財源内訳の推移

自主財源 地方交付税 国・県補助金、地方債等

1.4 1.4 1.2 1.1

議会費

1.2
13.6 11.8 14.6 15.1 総務費

12.3

15.2
15.3

14.3 14.5 民生費

16.4

6.2
6.0

6.4 6.4 衛生費 8.2

0.2 0.7 0.2 0.2

労働費

0.2

6.9 8.0 6.7 6.7
農林水産業費

5.8

2.9 2.8 2.8 2.6 商工費 3.1

9.4 10.7 7.8 8.9
土木費

8.1

5.0
6.4 12.8 11.4

消防費 6.9

9.3
7.9

7.5 7.1
教育費

7.8

9.1 8.5
7.0 6.7 公債費

8.5

20.8 20.5 18.7 19.3 その他

21.5

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

29年度 30年度 31年度 令和2年度 3年度

歳
出
全
体
に
占
め
る
割
合

一般会計当初予算 歳出目的別内訳の推移

議会費 総務費 民生費 衛生費
労働費 農林水産業費 商工費 土木費
消防費 教育費 公債費 その他


